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2．保育所給食に関する研究
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　要約＝現在・保育需要の変化に対応して・保育の質的転換を図うていくことが求められている。そのような中

で保育所における食事のあり方も検討する必要があろう。そこで、保育り対応はどうか、1～5歳児の栄養・給

食が適正に行われているか否かを検討した。調査対象は1都17県の1342カ所の保育所である。

　①栄養士の配置率は24％に過ぎず・また、26％の保育所では、給食や献立作成などについて行政指導を受けて

いなかった。②栄養士および給食指導の有無は給食の実施に影響を及ぼしていた。③保育開始および終了時刻に

より間食・昼食時刻に配慮がなされていた。④約半数のところでは障害児を受け入れていたが、特に栄養に対す

る配慮はされていなかった。⑤健康・発育・食事の摂り方などにっいて個別対応がされていたが、アトピー性皮

膚炎や食物アレルギーに対する対応には種々の問題が指摘された。⑥子どもの健康・食事について様々な問題が

指摘された。保育のあり方・家庭・地域との連携について再考する必要があろう。

見出し語3保育形態、保育時間、おやっ・食事時刻、給食状況、食生活
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1研究目的

　近年における女性の高学歴化と社会進出、共稼ぎ世帯

の増加、これらに伴う少産・少子化の進行、核家族や都

市化の進展など、子どもを取り巻く環境は以前に比べか

なり変化してきた。

　現在、保育所は量的には足りているといわれている絨

保育需要の変化に対応して、これまでの児童福祉施設と

しての機能を充実しながら、地域住民や保護者の二一ズ

に幅広く対応するなど、質的転換を図ることが求められ

ている。そのような中で保育所における食事のあり方を

検討する必要があろう。

　昨年は、保育所における零歳児の食事を中心に実態調

査ユ，を行なった。その結果、半数のところでは、保護者

の要望によりで母乳保育を行うなど良い点が明らかにさ

れた。しかし、離乳食の調製や離乳食供与の点において

は種々の問題が浮上した。そこで今年度は昨年度に引き

続き、3歳未満児および以上児を保育し七いるところを

対象に、保育の対応状況はどうか、1～5歳児の食事や

給食が適正に行われているか否か検討し、今後、種々の

保育施策に役立てたいと考えた。

n調査対象および方法

　調査対象地域は秋田、山形、 宮城、埼玉、東京、新潟、

冨山、石川、静岡、滋賀、兵庫、岡山、広島、島根、香

川、高知　福岡、鹿児島の1都17県とし、全国保育所名

簿2，によりこれらの地区における定員90名以上の保育所

を調査対象とした。ただし、東京にっいては定員90名以

上の保育所が多かろたため、その1／4を対象とした。

　調査内容は保育形態（零歳児保育、3歳未満児保育、

延長保育、障害児保育の実態）、栄養士の配置率および

保健所・市町村栄養士の献立・ 給食に対する指導伏況、

給食の実態（給食形態、おやつ・食事時刻、栄養基準、

献立作成、食事に対する個別対応、残食など）、園児の

食生活に対する意見などについてである。

　調査期間は1994年5月およぴ1995年1～2月で、1342

カ所から回答を得た（回収率58．1％）。調査票の回答者

は所（園）長が51．6％、保母20。2％、栄養士22，5％、調

理員22・3％、その他1・6％であった？

　調査対象の性格を表1に示す。設置主体が無記入のと

ころが25．3％みられたが、これを除くと社会福祉法人と

市立¢）保育所が約1／3ずつ、町立22，5％、区立7，0％、

祉会福祉法入以外の法人と個人の保育所あわせて約3％

であった。

　入所児数が90名以上の保育所を対象占こして調査を依頼

したが、調査年度当初の入所児数が90人を下回っていた

保育所がかなりみられた。これらの保育所からの回答も

合わせて集計を行った。入所児数は5圏9人のところが

全体の57．4％を占めており、100～139人26。4％、140

人以上8。2％であった。

表1　調査対象の概要

実数（カ所） 比率（器）

市　　立
326

32．5

区　　立
70

7．0

設 町　　立
226

22．5

置 村　　立 8 0．8

主 社会福祉法人
340

33．9

体 その他の法人
29

2．9

個　　人 4 0．4

無　記　入
339

合　　計
1342

100．0

～59人
102

8．1

60～79
279

22．2

入 80～99
441

35．工・

所 100～119
222

17．7

児 120～139
109

8．7

数 140～
103

8．2

無　記　入
86

合　　計
1342

100．0

皿　調査結果およぴ考察

1．保育形態および保育時間

ω保育形態

　今回の調査対象の保育形態を調べた。低年齢児（3歳

未満児）の中、特に零歳児保育を実施していたところは

727カ所（56．9％）、1～2歳児保育を実施していたと

ころは1238カ所（96，9％）であった。

　さらに、障害児保育の実施状況を調査することのでき

た722カ所にづいてその状況をみると、実施していたと
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ころは．359カ所（53，2％）であった。障害の種類をみる

と、発達遅延児を受け入れていたところが一番多く289

カ所（80．5％）、情緒障害児95カ所（26．5％）、心臓障

害17カ所（4．7％）、聴覚障害13カ所（3．6％）、視覚

障害児11カ所（3．1％）、その他17カ所（4．7％）であ

った。

（2）保育時間

　保育開始・終了時刻を調ぺ、その結果を表2に示す。

　保育開始時刻は7時から9時の間であった。7時から

預かっていた保育所は僅か6．4％、大半は7時30分から

で71．5％を占めていた。終了時刻をみると15時30分から

22時に及び、18時までとするところが全体の約2／3を占

めており（67．3％）、19時までは全体の1／5、20時まで

のところは数％であった。一方、16時までに終わるとこ

ろが5％みられた。

表2　保育開始時刻、終了時刻

実数（カ所） 比率（％）

7時～
76

6．4

開 7時30分～
857

71．6

始 8時～
210

17．6

時 8時30分～ 43
3．6

刻 9時～
10

0．8

無　記　入 146

～16時まで 61
5．1

終 ～17時まで 89
7．5

了 ～18時まで 803
67．3

時 ～19時まで 232
19．4

刻 ～20時まで 6 0．5

20時以降 2 0．2

無　記　入 149

　子どもが健やかに生まれ育つための環境づくりを推進

するために、エンゼルブラン（子育て支援のための総合

計画）が厚生省、文部省、労働省、建設省から打ち出さ

れている。その中で、厚生省は1つの柱として、保育対

策の充実、即ち、きめ細やかな保育サービスの提供とし

て乳児保育の拡充、障害児保育の拡充、時間延長型保育

サービス事業の拡充、一時的保育扇業の拡充、へき燭呆

育所の充実など多様な保育サービスの供給を促進してい

る。障害児保育は今回の調査対象において359カ所（53

．2％）のところが実施していたが、延長保育の面でのサ

ービスに対しては、今後、一層期待したい。

2．栄養士の配置率および給食・献立に対する行政栄養

　　士の指導状況

　一日の大半を保育所で過ごす子どもにとって、栄養や

食事のあり方は発育・発達に種々の影響を及ぼす。現在

、保育所に栄養士の配置は義務づけられていないが、よ

りよい、きめ細かい食事作りを目指すために、また、保

育所におけるより望ましい食事環境作りや食事教育を実

践するためには、栄養士の配置が望まれる。本対象につ

いてその配置状況をみると、 常勤栄養士が配置されてい

たところは23．6％、非常勤または市町村栄養士が何らか

の関わりをもっていたところが4。6％、栄養士の関わり

もなく、また、栄養士のいないところが大半を占めてい

た（71．8％）。

　設置主体別に常勤栄養士の配置状況をみると、社会福

祉法人のところが一番多く36，5％、区立32・9％・その他

の法人31．0％、市・町村立では15％前後であった。

　給食・献立作成などにっいて、保健所や市町村栄養士

の指蝉状況について、調査を行うことができた722カ所

についてそれをみると、約曄数のところ（56．3％）は指

導を受けていたが、全体の1／4のところは全く受けてい

なかった。特に社会福祉法人の保育所にその割合が高か

った。

3．給食の実態
（1）保育所における栄養給与目標について

　これまでにr日本人の栄養所要量」が改定されるごと

に、それを受けて児童福祉施設の栄養給与目標について

も改正されてきた。保育所における給食の栄養給与目標

については、施設ごとに「児童福祉施設における年齢別

性別栄養所要量」と「入所人員構成」を用いて、3歳未

満児および3歳以上児の区分別に荷重平均栄養所要量を

算出し、入所児の実態に合わせた栄養給与目標を定めて

給食を行うこととされている。この通達の中に保育所に

おいて各年齢・男女同数の場合を設定して算出された栄

養給与目標例が示されている。上に記したように、当然

各保育所によって児の年齢や男女の構成比が異なるので

、この算出例をそのまま用いるわけにはゆかない。、

　そこで、実際に各保育所において入所児の年齢、性別

構成比に合わせた栄養給与目標を作成して、給食が行わ

れているか否かを調査した。その結果を表3に示す。全
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対象中、80。6％のところは入所していた子どもに合わせ

た栄養給与目標を作成し、それに従って給食が実施され

ていたが、厚生省が示した算出例をそのまま用いていた

ところが18．9％認められた。また、基準などはないとす

るところが5カ所みられた。

表3　給食の栄養給与目標

実　数 比　率

厚生省の栄養給与目標算出例そのまま

与目標算出例に従って算出した基準

に基準はない

　記　入

223

49

5165

18．9

0．6

．4

　r栄養給与目標の算出例をそのまま用いるj、r基準

はない」ところは私立、社会福祉法人、これ以外の法人

、町立の保育所に、また栄養士のいないところに高率に

みられたが有意差は認められなかった。当然のことなが

ら、保健所および市町村栄養士の指導を受ける機会の少

ないところでは同様な傾向が認められた。

　（2）給食の方法

　保育所における3～5歳児の給食にっいては、措置費

との絡みから副食給食（主食は家庭より持参）とし、昼

食およびおやつで栄養基準を満たすこととしている。し

かし、近年においては母親の食事作りの軽減を助け、ま

た、子どもたちに友達と同一の食事を食ぺることの喜ぴ

を経験させるために、1～2歳児と同様に完全給食を実

施しているところが多いという。そこで、3～5歳児の

給食の方法を調査した。その結果・完全給食を実施して

いたところは349カ所（27。4％）で、多くのところ（72

，6％）は副食とおやっの給食であった。

　完全給食を実施していたところは、区立および社会福

祉法人の保育所・常勤栄餐士のいるところに多く、副食

給食のところは市および町立保育所に多かった。、

（3）献立について

　①献立作成

　1～2歳および3～5歳の昼食とおやっの献立作成の

状況を調査した。昼食についてみると、1～2歳、3～

5歳共に自所（園）で作成していたところがそれぞれ32
，2％、 30．6％、2／3のところは市・町・区、または地域

の保育所同士で作成していた。おやっの献立は昼食に比

ぺ、両年齢共に約半数のところが自所（園）で作成して

いた。

　特に自所（園）で献立を作成する場合、その担当者を

複数回答で調査した。その糸課、栄養士が53．7％、調理

師および鯛理員64，1％、保母16、8％、所（園）長14．1％

であった。特に、他所で作成された昼食献立に自所〔園

　　　　）で作成したおやつの献立を組み合わせてい

　　　　る場合、栄養給与目標に合わせるためには技

　　　　術と時間を要する。献立作成握当者力線育担

　　　　当者や調理師または調理員である場合に、そ

　　　　れが果たして可能かどうかは、今後検討する

　　　　必要があろう。

　　　　②1～2歳児の主食について

　　　　　土曜日には給食を実施していない保育所も

　　　　みられたが、1狸2歳児の給食について5～
　　　　6日間に使用していた主食の種類を調べた。

　　　　　ご飯給食の………施率は100％、パン73．4％、

　　　　麺52．1％、その他（お好み焼き、ホットケー

キ、餅など）LO％であった。これらの主食の使用回数

をみると（表4）、ご飯は5回（33．8％）、3回（22．8

％）、4回〔20．8％）め順に多く、バンは1～2回が多

かった。麺は大部分のところでは1回であった。これら

の傾向に反して、ご飯の回数が1回でパンが4～6回の

ところもみられた。主食がパンであれぱ当然副食もそれ

に合うものが組み合わされる。数年前から食事の洋風化

と成人病発症との関係が明らかにされ、和食のよさが見

直されてきた。それゆえ、いわゆる小児成人病を予防す

る視点において、このような給食のあり方は一考の余地

があろう。

表4　各主食の使用回数
（％）

ご　飯 バ　　ン 麺 その他
（1245） （914） 〔649） （13）

1回 3．8 49．4 85．1 100．0

2回 10．7 30．1 13．6

3回 22．8 12．7 0．3

4回 20．8 4．9

5回 33．8 2．4

6回 8．1 0．5

（　）　回答カ所
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③作成上の留意点

　献立を作成する場合、留意点を調査した。その結果、

第1位は食品の組み合わせ（91・6％）、2位栄養給与目

標（72．4％）、3位子どもの嗜好（62，9％）、以降、使

用する食品数（51．0％）、動物性食品と植物性食品の割

合（46．3％）、価格（39．5％）、動物性脂肪（18．8％）

の順であった。

④個別への対応伏況

　献立を作成する場含、食事行動や健康の面について如

何に個別対応を行っているかを調査した。977カ所から

回答を得、その内容を表5に示す。

　食事行動の面では、咀咽上トラブルを持つ子どもや偏

食、小食・食欲不振児に対応していたところがそれぞれ

約’1／3ずっを占め、健康面では食物アレルギー、アトピ

ー性皮膚炎に対応していたところがそれぞれ62，3％、42

．3％、下痢に対しては30％であった。現在、成人病予備

軍との関わりにおいて肥満が問題視されているが、これ

に対応していた割合は17％で比較的低位率であった。

表5　献立作碑寺における個別対応

（％）

児は3～5歳児に比ぺご飯、パンなどの主食の残食が多

かった。1～2歳の給食は主食を含む完全給食であり、

これに対して3～5歳の給食では前述のように副食給食

の実施率が高かった。冨喰給食の場合、家庭から米飯を

140g持参することを前提に目標が出されているが、実際

に子どもたちが持参する主食の量は少ないという3㌔こ

のような傾向が今回の調査にも現れたものと思われる。

主食の過剰摂取は問題であるが、逆に少なすぎたりする

ことも糖質の過少につながり、栄養上の問題が生じる可

能性がある。また、保育所児に野菜が嫌われているのは

他の報告においても認められていた4，。

比　率

表6　給食で残しの多いもの

偏食

小食・食欲不振

咀噛上の問題

アトピー性皮膚炎

食物アレルギー

肥満

やせ

体重増加不良

下痢

食事性貧血

33、6

30．6

33．7

42，3

52．3

17．0

2．5

1．8

30．0

1．1

　⑤子どもの嗜好傾向

　1～2歳児および3～5歳児の嗜好傾向を給食の残食

状況から観察し、その結果を表6に示す。

　1～2歳、3～5歳児共ほぼ同様な傾向が認められ、

一番嫌われていたものは野菜類であり、約80％の保育所

で問題になっていた。2位は海草るきのと類で約40％前

後、3位は豆腐および豆製品であった（約20％）。また

肉類に比べ魚類に対する偏食が目立っており、1～2歳

（％）

1～2歳 3～5歳
〔1090） 〔1014）

ご　飯 5．7 2．0

味付きご飯 6．0 2．4

パ　　ン 12．2 2．8

めん類 0．7 0．7

いも類 5．5 5．0

牛　乳 3．9 2．1

乳製品 13．3 19．0

肉　類 6．1 1．1

魚　類 17．5 20．8

卵 3．9 3．6

豆腐・豆製品 20．8 21．5

野菜・果物 80．6 79．1

海草・きのこ類 45．3 38．1

（　）＝回答カ所

　（4）おやっと昼食塒刻

各年齢毎に調査したおやっと昼食時刻を表7に示す。

①1～2歳児の午前中のおやつの時刻

　47～48％前後の傑育所では午前中のおやつを9時30分

に与えていた、10時が約1／3、9時前後に与えていたと

ころが約15％認められた。保育開始時刻とおやっの時刻

との関係をみると、8時以前に保育を開始していたと こ

ろでは10時前におやつを与えていた割合が有意に高く、

8時30分以降に開始していたところでは10時が有意に多

かった。このような傾向は1歳、2歳児共に認められた
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（κ2綻、pく0，001、　pく0．01）。

　②昼食時刻

　昼食時刻は1、2歳児では11時から11時30分未満のと

ころが多かったが（それぞれ60．6％、53．5％）、11時前

のところが数％であるが認められた。3、4、5歳児で

は11時30分から12時未満に約2／3が集中していたが、3

歳を保育していた1／5の保育所では11時30分前に昼食を

与えていた。しかし、年齢と共に昼食時刻は遅くなって

いた。

表7　おやっ・昼食時刻

1　歳 2　歳 3　歳 4　歳 5　歳

回答カ所 （1096） （1187）

午 ～9 0．5 0．3

9　～ 14．9 13．8

930～ 48．2 46．6

前 10　～ 36．4 39．3

回答カ所 （1114）． （1223） （1236） （1252） （1212）

昼 ～11 3．8 　1．5

11　～ 60．6 53．5 22．1 12．2 7．3

1130～ 34．8 4工．9 66．1 70．2 67．4

食 12　～ 0．8 3．0 11．8 17．6 25．3

回答カ所 （1115） （工231） （1276） （工266） 〔1229）

午 ～3 13．2 1、1．5 10．5 10．7 10．5

3　～ 76．4 η．2 74．8 74．2 73．8

後 330～ 10．4 11．3 14．7 15．2 15．7

　保育開始時刻と昼食時刻どの閲係をみると、1、2歳

児では7時台に保育を開始していたところでは、8時以

降のところに比べ11時30分前に昼食を与えていた割合が

有意に高力》った（pく0．01、pく0。05）。しかし、3歳

以降では両者間に全く差は認められなかった。

　一方、保育終了時刻と昼食時刻との閲係をみると、い

ずれの年齢においても、終了時刻の遅いところでは昼食

時刻は遅くなっており、各年齢において有意差が認めら

れた（1歳亀pく0，001、2、3、4歳＝p＜0．01、

5歳＝p＜0．05）。
　③午後のおやっの時刻

　午後のおやっを3時前に与えていた割合は1歳児に幾

分高く（13，2％）、3時30分以降は3歳児以上に高かっ

た（15％前後）。しかし、75％前後のところでは3時に

集中していた。
’

　保育終了時刻とおやっの時刻との関係をみると、終了

時刻の遅い保育所ではおやつの時刻も遅く、2～5歳に

有意差が認められた（2、5歳＝p＜0．05、3、4歳

　p〈0．01）o
（5）アトビー性皮膚炎、食物アレルギーに対する対応

　　　　　　　乳幼児を対象にした保健指導の場にお

　　　　　　いて、アトピ」性皮膚炎を巡っての除去

　　（％）　　食の問題は、乳幼児を持つ母親にとって

　　　　　　の大きな関’巳繹「である。まして保健指導

　　　　　　の場に比べ、小児科医などの専門医の関

　　　　　　わり方が少ない保育所では、その対応は

　　　　　　様々であると思われる。しかし、乳幼児

　　　　　　期は発育州旺盛であるだけに、除去食に

　　　　　　対する対応は適切に行わなければ類らな

　　　　　　い◇

　　　　　　　そこで、今年の1～2月に調査を行っ

　　　　　　た保育所722カ所についてアトピー性皮

　　　　　　膚炎、食物アレルギー児への対応状況を

　　　　　　調査することができたので、その結果を

　　　　　　表8に示す。

　　　　　　　今までに全く対応を行っていなかった

　　　　　　ところは全体の36，2％、現在または今ま

　　　　　　でに対応を行っている（た）ところは59

　　　　　　　．6％で、行っていないととろを凌駕し

　　　　　　ていた。

　　　　　　　対応を行う場合・その判断基準をみる

　　　　　　と、保護者の要望による場合が一番多く

　　　　　　47％、医師の診断書または証明書を提出

　　　　　　させる場合が約1／3（31．4％）、書類の

　　　　　　提出はないが、医師の判断による場合が

15．6％であった。

　対応年齢は全年齢におよび、各年齢における対応人数

は1人から12人であった。各年齢別対応人数は表9の通

りである。

　除去していた食品の種類は卵87．4％、牛乳・乳製品56

，2％、肉類（主に鶏肉）20，9％、大豆および大豆製品16

，2％、魚類14．2％、穀類（そば、小麦粉）10．8％、油脂

類、野菜類、果物類が約5％であった。

　これらの食品除去に対する保育所での食事の対応状況

は表8に示したが、約半数近くの保育所では対応をして

いたが、特に栄養量を考え他の食品で代替しているとこ
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ろは1／10に過ぎなかった。特に対応していない所が1／5

にみられた。常勤栄養士のいる保育所ではいないところ

に比べ、アレルギーの対応を行っていた割合が有意に高

く（冗2検定、pく0．001）、また食品の代替えも大体

表8　アトピー性皮膚炎・食物アレルギー児

　　　への対応状況

実　数 比　率
〔カ所） （％）

対 行っていない 262
36．2

行っている 430
59．6

応 不明 30
4．2

医師の診断書・証明書 135
31．4

判 医師の判断（書類なし） 67
15．5

断 保護者の要望 202
47．0

基 園医の判断 1 0．2

準 その他 16
3．7

不明 9 2．1

食 特に対応しない 90
20．9

事 できる時に対応 148
34．4

の 大体対悠 155
36．0

配 栄養量を考えて対応 48
11．2

慮 その他 10
2．3

表9　アトピー性皮膚炎・食物アレルギー

　　　の対応人数

　　　　　　　　　　　　　　　　（実数）

1人 2人 3人 4人 5～人

0　歳
82 17 3 1 2

1　歳
110 21 2 3 2

2　歳
91 28 3 2 3

3　歳
98 24 7 3 0

4　歳
76 27 2 1 4

5　歳
76 23 3 2 1

行い、栄養量も考慮していたところが有意に多かった（

κ2検定、p〈0．05）。食事は毎日のことであり、栄養

量に対する考慮なしに給食を行う場合、子どもの発育に

対する栄養・食事の影響が憂慮される。

　古田らによる保育園児のアトピー性皮膚炎6レと食物制

限に関する調査成績によると、食物制限を受けていた園

児の1／4は全く医師の診察を受けていず、3歳以上では

すでに2年以上食物制限を続けていた者が約80％おり、

アトピー性皮膚炎で食物制限をしている園児の多くが、

漫然と制限を続けていた可能性があるという。今回の調

査においても零歳児では医師の診断で除去していた者の

割合は62．1％、保護者の要望による者が31、1％であった

が、加齢と共に前者の割合が減少し、後者の割合が増加

していた。

⑥障害児の栄養・食事に対する対応

　前述の障害の種類を問わず、障害児全体に対する食事

や給食の面での配慮事項を自由記載で調査した。記載の

あった113カ所中、主な項目は次の如であった。

　材料を軟らかく煮る、細かく刻む、他の食材と混ぜる

など調理法の工夫をしていたところが42件、偏食の予防

と指導25件、食事の食べさせ方の指導および介助19件、

無理強いをしない13件、食器や椅子の工夫11件、咀咽指

導、食事量の調整がそれぞれ8件、肥満予防3件であっ

た。

　障害児の場合、健康な子どもに比べ遊ぴの量や質が異

なる可能性が考えられる。現在、障害児に対する栄養所

要量は定められておらず、これまでに障害児のエネルギ

ーおよび栄養累摂取量に関する研究は行われていない。

今回の調査において、食事量の調整や肥満予防を心がけ

ていたところは少なかった。障害児の肥満や小児成人病

予防の観点からエネルギーの摂取過剰、たんぱく質や脂

肪の過剰摂取とならないような配慮が必要であろう。

4．保育所の子どもの食生活や健康上気になること

　保育者および翻理担当者からみた子どもの食生活や健

康上気になることを複数回答で調査し、その結果を表10

に示す。

　1～2歳児についてみると偏食（49．9％）、咀哺の問

題（45．7％）、朝食の欠食（41・1％）、のろ食ぺ（34．5

％）、小食・食欲不振〔29．3％）、食べる意欲がない（

27、9％）などが主なものであった。3～5歳児において

も偏食が1位にあげられていたが、のろ食べの問題が2

位に浮上し、1～2歳で問題であった咀咽は6位になっ

ていた。乳幼児栄養調査6，によると、　「よくかまない」

という訴えは1歳から～2歳6カ月未満児に多く、その
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後この割合は減少していた。1歳半から2歳頃は咀囎能

力の獲得期であるといわれており7〕、従って咀咽の問題

がこの年齢に多いのは当然の結果かもレれない。

　年齢による差をみると、牛乳・スキムミルク嫌いは1

～2歳に、肥満は3～5歳に問題視されていた。

　今回の3～5歳児の調査結果から、食ぺる意欲の問題

（のろ食ぺ、食べる意欲、小食・食欲不振など）を指摘

していた保育所が多かった。子どもの食べる意欲は子ど

もの心の状態が強く反映するという8，。それには家庭で

のおやつや食事の与え方、食事を与える保母の態度や保

育所での食事環境が影響するものと推測される。日本児

童福祉給食会の調査9》によると、保育所の子ども達の約

1／3は朝食後登園前までにおやっをいっもまたは時々摂

っていた。また、降園後夕食までの問に半数以上の者は

いっもおやつを摂り、タ食後就寝までの間にいつもおや

つを摂っていた者は25％であった。このような状態力嘲

食の欠食や食べる意欲を失うことになりかねない。

表10園児の食生活・健康で気になること
（％）

　以上の結果から、保育所の食事や子どもの食生活にお

いて種々の問題が捲滴された。保育所の子どもの心身の

健康にとって、食事は遊びと共に重要は因子であると思

われる。現在、延長保育、企業型保育、駅前型保育など

が実施されつつあるが、いずれの場合においても子ども

サイドから考えられた保育でありたい。

1～2歳児 3～5歳児
（m3） （1153）

小食・食欲不振 29．3 35．3

食べる意欲がない 27．9 135．6

のろ食べ 34．5 50．9

食ぺ過ぎ 6．2 8．0

偏食 49．9 53．7

主食が少ない 4．3 9．0

牛乳・スキムミルク嫌い 19．5 9．9

ジュースを好む 10．3 10．4

濃い味を好む 6．2 5．8

甘い味を好む 6．4 4．8

咀囎の問題 45．7 27．5

朝食の欠食 41．1 41．5

既製品の食事が多い 20．9 20．8

肥満 3．1 16．0

やせ 2．0 2．2

食物アレルギー 21．9 24．5

その他 2．9 4．3

（ ）＝回答カ所
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